
 
 
 

炭素排出責任の統合指標（ICR）の構築と決定構造 
—エネルギー消費に対する非線形関係の実証分析— 
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本研究は、国家レベルにおける複数の炭素排出責任（フロー責任、需要責任、ストック責任）の統合的指標として Integrated Carbon 
Responsibility（ICR）を提案し、その決定要因を実証的に分析することを目的とする。ICR は、118 か国の横断データを用いた主成分分

析の第 1 主成分として構成し、統計的妥当性を確認した。ICR に対する回帰分析では、一人当たり GDP は有意ではなく、一人当たりエ

ネルギー消費量の非線形構造が有意となり、複数のパネル分析でも構造は頑健であった。因果性の検討では、エネルギーから ICR への

方向のみが有意であった。以上により、国家間の統合的炭素排出責任は主としてエネルギー消費構造によって形成されていることが⽰
された。本研究は、GDP 中心の従来の分析枠組みに対し、新たな理論的・実証的視座を提供する。 
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1. はじめに 
 
気候変動問題において、国家間の炭素排出責任の

評価は政策設計および国際交渉において極めて重要

である。従来、排出責任は総排出量、一人当たり排

出量、GDPあたり排出量、累積排出量といった指標
により評価されてきた。しかし、これらの指標はい

ずれも排出の一側面を捉えるにとどまり、包括的な

評価には限界がある。 
また、既存研究の多くは GDPを排出の主要な決
定要因として扱ってきたが、グローバル化の進展に

伴い、生産ベースと消費ベースの排出の乖離が拡大

しており、その妥当性は再検討の余地がある。 
本研究の目的は、複数の排出指標を統合した新た

な指標（ICR）を構築し、その決定構造を明らかに
することである。特に、エネルギー消費との関係に

着目し、その非線形性および理論的含意を検討す

る。さらに、パネルデータを用いた固定効果分析・

System GMM・Granger因果性検定・交差遅延パネル
モデルにより、エネルギー消費と ICRの因果方向を
多角的に検証する。 

 
2. 先行研究 

 
炭素排出の決定要因に関する研究は、大きく

（1）経済成長と環境負荷の関係、（2）排出の構造
分解、（3）責任指標の設計、の 3つの系譜に整理
できる。本節ではこれらを概観しつつ、既存研究の

限界を明確化する。 
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2.1 環境クズネッツ曲線（EKC） 
経済発展と環境負荷の関係を説明する代表的枠組

みとして、環境クズネッツ曲線（EKC）がある。
EKCは、所得水準の上昇に伴い環境負荷が増加した
後、一定水準で減少する逆 U字型関係を仮定する。
この仮説は Grossman & Krueger（1995）によって初
期的に実証されたが、その後の研究では CO₂排出に
関しては EKCの支持が限定的であることが示され
ている（Stern, 2004）。主な批判として、（1）転換
点が極めて高所得水準に位置し現実的でない、

（2）CO₂のようなストック汚染への適用が困難、

（3）GDPが排出の代理変数として過度に使用され

ている、が挙げられる。Yasin et al.（2021）は、開

発途上国における EKC成立とともに、エネルギー

消費と CO2排出による環境品質の悪化との関連する

ことを統計的に確認した。また、「相対的デカップ

リングは観察されるが、絶対的削減は限定的」とい

う指摘もある（Ward et al., 2016）。 
 

2.2 STIRPATおよび排出要因分析 
排出の決定要因を体系的に検証する枠組みとして

STIRPATモデルがある（Dietz & Rosa, 1997）。この
モデルは環境負荷を人口・豊かさ（GDP）・技術の

関数として定式化する。拡張研究ではエネルギー消

費が排出の主要因であることが繰り返し確認されて

いるが（York, et al., 2003, Yasin, et al., 2021）、（1）
GDPとエネルギーの多重共線性、（2）技術（T）
の代理変数の曖昧さ、（3）非線形関係の検討不

足、という問題が残る。 
Liddle（2015）は STIRPATと EKCを統合した不

均一パネル推定を用い、所得弾性値が OECD国では
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1 未満、非 OECD国では 1に近いことを示した。さ

らに非化石燃料比率（エネルギーミックス）をコン

トロール変数として加えることで、GDPの炭素排出
弾性値が国の発展水準によって大きく異なることを

明らかにし、単一の線形弾性値による国際比較の限

界を指摘した。この知見は、本研究が GDPに代え
てエネルギー消費を中心変数として採用する理論的

根拠の一つとなる。 
また、STIRPATの線形性仮定を緩和した非線形

モデルの検討も進んでいる。198か国・1990〜2018
年のパネルデータを用いた分位点回帰分析では、産

業・農業・サービス業の豊かさ効果について U字型
の EKCが支持され、経済活動の構成が環境負荷の

非線形パターンを決定する可能性が示された

（Wang et al., 2021）。しかしながら、これらの研究
の多くは GDPを主要説明変数とし続けており、エ

ネルギー消費の非線形効果を明示的にモデル化した

研究は限られている。 
 

2.3 消費ベース排出とカーボンリーケージ 
グローバル化に伴い、生産ベース排出と消費ベー

ス排出の乖離が重要な研究テーマとなっている。

Peters et al.（2011）は先進国における排出の外部化

（carbon leakage）を明らかにしているが、消費ベー
ス指標にも国際産業連関表への依存や推計誤差の蓄

積という限界がある。 
Peters & Hertwich（2008）は 87か国を対象に、国

際貿易に内包される CO₂排出を定量化し、先進国が

ネット輸入国であることを示した。すなわち先進国

は自国の生産ベース排出量を低く見せつつ、消費を

通じて他国の排出を誘発している。CO₂排出量の
21.5%が国際貿易において移転されていると推計さ

れており、この「炭素の空洞化」を捉えるためには

消費ベース指標の活用が不可欠である。本研究が

ICRの構成要素として消費ベース排出を採用する理

論的根拠はここにある。 
 

2.4 累積排出と歴史的責任 
CO₂は長期間大気中に滞留するため、過去の排出

が現在の気候に影響を与えることから（IPCC, 
2021）、累積排出量は歴史的責任の評価において不

可欠な指標である。ただし、現在の排出構造を反映

しないという限界も存在する。 
 

2.5 統合指標の必要性と既存研究の限界 
上述の通り、既存の排出指標は（1）単一側面し

か捉えない、（2）指標間で評価結果が大きく異な

る、（3）統合的な責任評価が困難、という問題を

抱えている。複数指標を統合する試みも存在する

が、体系的な枠組みは未確立である。 
Hertwich & Peters（2009）は 73か国の最終消費に

紐づいた温室効果ガス排出を推計し、消費の目的・

カテゴリー別に排出責任を分解することを試みた。

しかし同研究は現在排出責任（フロー責任）のみを

対象とし、歴史的蓄積（ストック責任）を捨象して

いる。Liddle（2014）は人口・都市化・年齢構造が

炭素排出とエネルギー消費に与える影響を国際比較

で整理し、関係の複雑性と非線形性を指摘したが、

複数の排出責任概念を統合した指標は提示していな

い。このように、生産（需要）・消費（フロー）・

累積（ストック）の各責任概念を定量的に統合し、

且つその決定構造を非線形モデルで検証した研究は

存在しない。 
 

2.6 本研究の位置づけと貢献 
以上の議論から、既存研究には以下の問題が存在

する。第一に、排出の決定要因が所得中心に捉えら

れており、エネルギー消費の独立した役割が過小評

価されている。第二に、エネルギー消費の非線形性

が明示的にモデル化された研究が限られている。第

三に、生産・消費・累積の 3つの排出責任概念を統

合して定量化した指標が欠如している。 
本研究はこれらの問題に対して、（1）需要・フ

ロー・ストック責任を統合した ICRの構築、（2）
GDPではなくエネルギー消費を中心に据えた分析、

（3）非線形関係の明示的なモデル化、（4）内生性

対処のためのシステム一般化積率法（GMM）・
Granger因果性検定・交差遅延パネルモデル
（CLPM）を用いた因果方向の多角的検証、の 4点
で貢献する。 

 
3. 研究１（ICR尺度構成と決定要因） 

 
3.1 研究方法 
使用データ 本研究では、Our World in Data
（OWID）が提供する各国の環境・エネルギー統計

データを用い、2022 年時点のクロスセクションデー

タを構築した。対象国は主要変数が欠損していない

表 1. 使⽤した変数と OWIDデータ 

注．CO₂排出量については土地利用変化（LULUCF）を含む指標（co2_including_luc_per_capita）を採用した。 



118か国とした。使用した主要変数は表 1の通りで

ある。 
前処理 各変数は分布の歪度を緩和し線形モデル

の適合性を高めるため、自然対数変換を行った

（𝑥! = log(𝑥)）。また、主成分分析においては各変

数を平均 0・分散 1に標準化した（zスコア化）。

回帰分析においては一次項と二次項の多重共線性を

軽減するため、対数一人当たりエネルギー消費量を

平均値で中心化した。外れ値の影響は残差分析およ

び上位 5%除外分析により確認した。 

尺度の構成 炭素排出責任を多面的に捉えるた

め、一人当たり排出量（現在責任）・消費ベース排

出量（需要責任）・累積排出量（歴史的責任）の 3
変数に主成分分析（PCA）を適用し、第 1主成分を
ICRとして定義した。PCAを採用した理由は、

（1）多重共線性の回避、（2）情報の縮約、（3）
客観的な重み付けのためである。 
決定要因の分析 ICRの決定要因を検討するた
め、以下の 3つのモデルを推定した。 

【基本モデル】 
 𝐼𝐶𝑅" = 𝛽# + 𝛽$log(𝐺𝐷𝑃") + 𝜖"             (1) 

【線形モデル】 
𝐼𝐶𝑅" = 𝛽# + 𝛽$log(𝐸") + 𝛽%log(𝐺𝐷𝑃") + 𝜖" (2) 

【二次モデル】 
 𝐼𝐶𝑅" = 𝛽# + 𝛽$log(𝐸") + 𝛽%{log(𝐸")}%	
																+𝛽&log(𝐺𝐷𝑃") + 𝜖"                 (3) 

ここで Eᵢは中心化された一人当たりエネルギー消

費量、GDPᵢは一人当たり GDPを表す。推定方法に

は通常最小二乗法（OLS）を用いた。モデル適合度

は R²・調整済み R²・AIC・BICにより評価した。頑

健性は（1）2012 年・2017 年データによる再推定、

（2）上位 5%除外サンプルによる再推定、の 2 通り

で検証した。また、一般化加法モデル（GAM）と
の比較分析と残差分析によりモデルの妥当性を検証

した。 
二次モデルの構造性を検証するために、2012 年・

2017 年・2022 年のデータに対して、𝐸!の 4つの分
位点（0.25, 0.50, 0.75, 0.90）で回帰分析を実施し

た。分位点ごとの回帰係数 β1, β2を比較すること

で、一人当たりエネルギー消費量の違いによる ICR
への関連性の強さの変化を確認した。 
 
3.2 分析結果 
尺度構成 主成分分析の結果を表 2に示す。

KMO指標は 0.674であり、因子分析に適した水準

を満たしていた。Bartlett 球面性検定も有意であった

（χ²=4706.04, p<.001）。第 1主成分のみが固有値 1
以上（固有値=2.24）を示し、その寄与率は 74.49%
であった。各指標の主成分負荷量は、一人当たり純

CO₂排出量が 0.819、一人当たり累積 CO₂排出量が
0.855、一人当たり消費ベース CO₂排出量が 0.913で
あり、いずれも高い正の値を示した。各指標の共通

性も 0.670〜0.833と十分であり、第 1主成分が 3変
数の分散を幅広く説明していることが確認された。

以上の結果から、3つの CO₂指標が共通する潜在概

念を反映していると判断し、第 1主成分得点を ICR
指標として採用した。 
決定要因の分析 ICRを目的変数とした回帰分析

の結果を表 3に示す。 
基本モデルとして log(GDP) のみを説明変数とし
た回帰分析を行ったところ、回帰係数β=0.949
（p<.001、95%CI=[0.811, 1.087]）は有意であり、R²
=0.616であった。 
線形モデルでは、log(GDP) の係数（β=0.027、

p=.882）は有意ではなかったが、log(E) の係数（β
=0.775、p<.001）は有意であった。ここで基本モデ

ルで有意であった log(GDP) が線形モデルで非有意

になったことは、GDPとエネルギー消費の間に強い

相関（VIF=8.46）が存在することによる多重共線性

を反映している。実際、GDPのみのモデルでは
VIF=1.00（R²=0.616）であったのに対し、エネルギ

ーを追加すると GDPの VIFは 8.46に上昇し、係数
は非有意化した。これは、GDPとエネルギー消費が
強く相関しているため、エネルギーを統制した条件

下では GDPの独立した説明力が消失することを意

味する。すなわち、ICRに対する GDPの見かけ上

の効果は、実質的にエネルギー消費に媒介されてい

ると解釈できる。線形モデルの AICは 292.2→
267.4、BICは 297.7→275.7と改善した。 
二次モデルでは、log(E) の係数（β=0.862、

p<.001）と {log(E)}² の係数（β=0.238、p<.001）
が有意であった。R²は 0.859に上昇し（調整済み R

 
表 2. 主成分分析の結果 

注．*** p<.001 
 



²=0.855）、AICは 267.4→178.2、BICは 275.7→
189.2と大幅に改善した。二次項の VIFは 1.054と
極めて低く、多重共線性の問題はない。両係数が正

であることは、ICRがエネルギー消費の対数に対し

て加速的な単調増加構造を持つことを示している。

log(GDP) は引き続き非有意（β=0.032、p=.798）で
あった。 

GAMとの比較（図 1）では、回帰曲線はほぼ二

次曲線に近似しており（log(E)=1.5 付近でわずかな

乖離があるものの差は軽微）、二次モデルによる近

似の妥当性が支持された。 
頑健性の確認として、2017 年・2012 年データで

も同様の結果が得られた（2017 年：R²=0.856、β
₁=0.880、β₂=0.237；2012 年：R²=0.866、β

₁=0.853、β₂=0.240、いずれも p<.001）。上位 5%除

外サンプル（N=112）でも適合度（R²=0.821）と係
数の符号・有意性（β₁=0.787、β₂=0.210）は維持さ
れた。 
残差分析（図 2）では、線形モデルの残差に明確

な曲線パターン（U字型）が観察されたのに対し、

二次モデルの残差は概ねランダムに分布し、非線形

構造が適切にモデル化されたことが確認された。二

次モデルの低エネルギー領域では曲線パターン（逆

U字型）が観察されるものの、残差は小さくなって

いる。高エネルギー領域では残差の分散が拡大して

おり、当該領域での国間差異が大きいことを示して

いる。 

表 3. 排出指標 ICRを目的変数とした回帰分析の回帰係数（OLS法） 

注．（）は標準誤差。*** p<.001。log(GDP)は「対数一人当たり GDP」、log(E)は「対数一人当たりエ

ネルギー消費（中心化）」を表す。 
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分位点回帰分析（図 3）では、すべてのサンプ

ル・分位点において一次項・二次項の係数が正であ

り、分位点上昇に伴い両係数が増加した。これは、

ICRが高い国ほどエネルギー消費が炭素責任に強く

変換されることを示す。2017 年・2022 年の 0.90分
位点での一次項係数の急上昇は、高炭素国家群にお

ける変換の強化を示唆する。2012 年の 0.90分位点
ではこの急上昇が観察されないことは、2012 年から

2017 年の間に高炭素国家群でエネルギー消費の炭素

不均衡化が強化された可能性を示唆している。 
 

4. 研究２（パネル回帰） 
 

4.1 研究方法 
使用データ 研究 1と同様の OWIDデータにおい
て、利用可能な 1992 年〜2022 年のデータを用いた

（最大観測数 3,845、118か国）。 
分析方法 エネルギー消費量と ICRとの関係を多
角的に検証するため、以下の 4つのモデルを推定し

た。第一に、国固定効果および年固定効果を含む二

元固定効果モデル（FE）を推定した。第二に、時間

的先行性を考慮するため説明変数を 1期ラグとした
固定効果モデル（Lag.FE）を推定した。第三に、固

定効果・ランダム効果の比較のためランダム効果モ

デル（RE）を推定した。第四に、エネルギー消費量

と ICRの間の内生性に対処するため、System GMM
による動学的パネル分析を実施した。さらに参考と

して、全期間データを用いた 0.5分位点回帰も実施

した。 
 

4.2 分析結果 
各モデルの推定結果を表 4に示す。 
固定効果モデルでは、一人当たりエネルギー消費

量が ICRに対して有意な正の効果を示し（β

=0.610、p<.001）、二乗項も有意であった（β

=0.127、p=.003）。一方、GDPの効果は有意ではな

かった（β=-0.265、p=.315）。ラグ付き固定効果モ

デルでも同様の傾向が確認され（lag-E: β=0.638、
p<.001；二乗項: β=0.129、p<.001）、エネルギー消
費と ICRの関係が同時点の連動にとどまらず時間を

超えて持続することが示された。 
System GMMでは、エネルギー消費量が ICRに対

して有意な正の効果を示し（β=0.708、p<.001）、
二乗項も有意であった（β=0.170、p<.001）。モデ
ルの妥当性については、Hansen検定が有意ではなく

（p=0.968）操作変数の妥当性が支持された。

図 2. 上：線形モデルの残差（U字型パターンが観察される）。下：二次モデルの残差（系統的パターンが解消されてお
り、ノルウェー・スウェーデン等の高効率国が負残差として識別可能）。 
 

図 3. 分位点回帰分析の結果。横軸は ICRの分位点（0.25, 0.50, 0.75, 0.90）、縦軸は回帰係数。左：一次項係数 β₁。右：
二次項係数 β₂。 
 



Arellano-Bond検定では AR(1)（p=0.302）・AR(2)
（p=0.230）ともに有意な系列相関は検出されなか

った。以上より、内生性を考慮した場合でもエネル

ギー消費が ICRの有意な正の規定要因であることが

確認された。 
 

5. 研究 3（因果方向の検証） 
 

5.1 研究方法 
使用データ 研究 2と同様の OWIDデータ
（1992~2022 年）を用いた。 
分析方法 エネルギー消費量と ICRの時間的因果

方向を検討するため、Granger因果性検定を実施し

た。さらに長期的な因果方向を検証するため、2002
年・2007 年・2012 年・2017 年・2022 年の 5 時点を

用いた交差遅延パネルモデル（CLPM）を推定し

た。 
 

5.2 分析結果 
Granger因果性検定 検定の結果を表 5に示す。
エネルギー消費量から ICR への因果方向はラグ 1
期・2期の双方で F検定で有意であった（ラグ 1: 
F=6.92、p=.014；ラグ 2: F=3.49、p=.046）。一方、
ICRからエネルギー消費量への方向は有意ではなか

った（ラグ 1: p=.959；ラグ 2: p=.802）。χ2検定や最

尤比率検定でも、有意性は同様の傾向であった。し

たがって、両者の関係は主としてエネルギー消費量

から ICR への方向に存在することが示唆された。 
交差遅延パネルモデル（CLPM） 5波交差遅延
パネルモデル（2002〜2022 年）の結果（図 4）で
は、対数一人当たりエネルギー消費（Energy）から
ICR への交差遅延効果が 3期間で有意であった。具

体的には、2002→2007 年（β=.098、p<.001）、
2007→2012 年（β=.087、p=.002）、2017→2022 年

（β=.055、p<.001）が有意であり、2012→2017 年

は正の方向であったが有意には達しなかった（β

=.033、p=.106）。一方、ICRからエネルギー消費へ

の逆方向の交差遅延効果はすべての期間で有意では

なかった（|β|<.01、p>.66）。各変数の自己回帰係

数は非常に高く（ICR: β=.91〜.97；エネルギー: 
β≈.99）、各国の排出構造とエネルギー消費構造が

長期的に高い安定性を持つことが示された。 
モデル適合度は CFI=.993、TLI=.988、GFI=.987、

AGFI=.976と良好であった。なお RMSEAは 0.097
と慣例的な基準値（0.08）をわずかに超えるが、他
の適合指標が軒並み良好であることを考慮すると、
全体的なモデルの適合は概ね良好と判断できる。 

const 2.103 2.499 0.175 0.506 -0.502 **
(2.451) (3.058) (0.227) (1.028) (0.154)

L1.ICR － － － 0.301 † －

－ － － (0.155) －

log(E) 0.610 *** 0.638 *** 0.742 *** 0.708 *** 0.808 ***
(0.172) (0.150) (0.029) (0.201) (0.012)

{log(E)}^2 0.127 ** 0.129 *** 0.145 *** 0.039 *** 0.204 ***
(0.043) (0.035) (0.007) (0.023) (0.003)

log(GDP) -0.265 -0.308 -0.061 * -0.098 -0.014
(0.263) (0.331) (0.024) (0.112) (0.017)

観測数 3845 3727 3845 3600 3845
エンティティ数 118 118 118 118 －

時点数 33 32 33 － －

R^2（within） 0.064 0.068 0.084 － －

R^2（between） 0.606 0.603 0.792 － －

R^2（overall） 0.562 0.561 0.737 － 0.634
F統計量 119.4 *** 129.7 *** 317.6 *** － －

RE GMMFE Lag.FE Quant(0.5)
表 4. パネル回帰分析の結果 

注．FE=国・年⼆元固定効果モデル、Lag.FE=ラグ付き固定効果モデル、RE=ランダム効果モデル、GMM=System GMM動学モデル、
Quant(0.5)=0.5分位点回帰。log(GDP)は「対数⼀⼈当たり GDP」、log(E)は「対数⼀⼈当たりエネルギー消費（中⼼化）」を表す。（）
は標準誤差。† p<.10、* p<.05、** p<.01、*** p<.001。GMMの Hansen検定 p=.968（操作変数の妥当性を⽀持）、AR(1) p=.302、AR(2) 
p=.230（系列相関なし）。 
 

F p Sig. χ2 p Sig. χ2 p Sig.
エネルギー→ICR 1 6.920 .014 * 7.636 .006 ** 6.848 .009 **

2 3.488 .046 * 8.316 .016 * 7.367 .025 *
ICR→エネルギー 1 0.003 .959 0.003 .956 0.003 .956

2 0.223 .802 0.532 .767 0.527 .768

F検定 χ2検定 最尤比率検定
因果方向 ラグ

 
表 5. Granger因果性検定の結果 

注．* p<.05, ** p<.01 
 



 

6. 総合考察 
 

6.1 総合的な炭素排出責任指標 
本研究では、炭素の現在排出（フロー責任）・消

費排出（需要責任）・累積排出（ストック責任）を

統合した ICRを定義した。一人当たり ICRは 3変
数の PCA 第 1主成分として定義され、以下のよう

に表される。 
 

𝐼𝐶𝑅" = 0.548	𝐹" + 0.572	𝑆" + 0.611	𝐶"  (4) 
 
ここで、Fᵢは実質一人当たり現在排出（LULUCF
含む）、Sᵢは一人当たり累積排出、Cᵢは一人当たり
消費排出を表す（各変数は標準化済み）。各変数の

係数は、負荷量（表 2）を固有値（表 2）の平方根

で除算して求められる。消費排出の係数がわずかに

大きいことは、炭素移転が無視できないことを意味

する。 
国家 ICR（＝ICR×人口）は、国家の現在排出

F・累積排出 S・消費排出 Cを用いて以下のように

直接算出できる。 
 

𝐼𝐶𝑅 = 0.548	𝐹 + 0.572	𝑆 + 0.611	𝐶  (5) 
 
国家 ICRに基づく炭素排出責任ランキング上位

10か国を表 6に示す。G7 先進 7か国のうち 5か国
が上位を占め、先進国の炭素排出責任の大きさが示

される。フランスは 11位にとどまるが、これは原
子力発電への高依存度を反映していると考えられ

る。 
この統合指標は国家的気候責任の多次元性を定量

的に一元化し、国際比較の公平性を保つことに資す

る。公平な国際比較は、より妥当な排出量取引制度

の構築や政策評価基盤の整備に寄与すると期待され

る。 
 
 
 

表 6. 国家 ICRに基づく炭素排出責任ランキング上位 10
か国（対米国比）。 

 
 
6.2 統合指標のエネルギー消費依存性と STIRPAT
との関係 
本研究の重要な示唆は、ICRが GDPではなくエ
ネルギー消費に非線形に依存することである。全モ

デルにおいて log(GDP)は有意ではなく、log(E)とそ
の二乗項が有意であった。この結果を踏まえると、

一人当たり ICRはエネルギー消費の関数として以下

のように定式化できる。 
 
𝐼𝐶𝑅(𝐸") = 𝛼 + 𝛽$ ln 𝐸" + 𝛽%{ln(𝐸")}% + 𝜖" （β

₁=0.862、β₂=0.238）  (6) 
 
両係数が正であるため、ICRは log(E)に対して加

速的な単調増加構造を持つ。これは、STIRPATモ
デル（ln 𝐼 = 𝛼 + 𝛽 ln𝑃 + 𝛾 ln𝐴 + 𝛿 ln𝑇 + 𝜖）の線形
性仮定に対して重要な修正を示唆する。本研究の結

果は、経済的豊かさ Aは炭素排出責任の独立した決

定要因ではなく、エネルギー消費 Eが実質的な駆動

要因であることを示している。すなわち、本研究は

STIRPATの線形性仮定を根本的に修正し、「環境

負荷はエネルギー消費の非線形関数として表現され

る」と主張する。 
 

順位 国名
国家ICR
（対米国比）

地域 備考

1 United States 1.000 北米 G7、（基準）
2 Russia 0.224 東欧/北アジア
3 Germany 0.153 西欧 G7
4 United Kingdom 0.103 西欧 G7
5 Japan 0.102 東アジア G7
6 Canada 0.086 北米 G7
7 Saudi Arabia 0.073 西アジア

8 South Korea 0.055 東アジア

9 Australia 0.050 アセアニア

10 Poland 0.037 東欧

図 4  5波交差遅延パネルモデルの結果。Energy：中⼼化済み対数⼀⼈当たりエネルギー消費。* p<0.05, ** p<0.01, *** 
p<0.001。 
 
 



6.3 Carbon Efficiency Index（CEI） 
二次モデルの残差は、エネルギー消費水準および

その非線形効果を統制した上での各国の排出過不足

を示す指標として解釈できる。そこで本研究では、

これを Carbon Efficiency Index（CEI）として再定義

する。 
 

𝐶𝐸𝐼" = 𝐼𝐶𝑅" − 𝐸[𝐼𝐶𝑅|𝐸"]  (7) 
 
正の CEIは期待値より排出が多い（低効率）こと

を、負の CEIは期待値より少ない（高効率）ことを

示す。CEIは各国の技術水準・エネルギーミック

ス・政策制度の違いを反映すると考えられる。 
国家 CEI（＝CEI×人口）に基づく炭素排出低効

率ランキングを表 7に示す。表 7には国家 ICRラン

キング（表 6）上位の日本・カナダ・韓国は含まれ

ない。これらの国々は炭素排出責任は大きいものの

排出効率は比較的高いことを意味する。 
 

表 7. 国家 CEIに基づく炭素排出低効率ランキング上位 10
か国（対米国比） 

 
 
また、残差分布（図 2）によれば、エネルギー消
費が低い国家群では残差が小さいが逆 U字の微細構
造が見られ、近代化・工業化に伴う技術水準の向上

を示唆する。高エネルギー国家群では残差が分散し

ており、エネルギーミックスや政策の違いを反映し

ていると考えられる。EKCとの関係において、本研
究の結果は「排出そのものの逆 U字」（EKC）とは
整合しない。むしろ、排出は一貫して増加する一方

で効率のみが非線形に変化することを示している。

「クズネッツ曲線は排出ではなく効率に現れる」と

いう再解釈が可能である。 
 
6.4 歴史的含意：エネルギーミックスの変化と
CLPMの時期差 

Granger因果性検定と CLPMの分析結果は、エネ

ルギー消費から ICR への因果性があることを示唆し

ていた。その一方で、CLPMによれば、その因果性
は、2012−2017年に弱まって非有意となり、2017−
2022年に再び強まって有意となっていた。これ

は、各国のエネルギーミックスの変化を反映してい

ると考えられる。 

世界全体のエネルギー消費およびエネルギー源別

消費の 2002 年比（表 8）を見ると、2012–2017 年に

は再生可能エネルギーの増加率が高く、エネルギー

消費増加と炭素排出責任増加との結びつきが弱まっ

た可能性が示唆される。一方、2017–2022 年には再

生可能エネルギーの拡大が継続したものの、石炭お

よび天然ガスの絶対消費量も増加したため、エネル

ギー消費増加が再び炭素排出責任の増加へ結びつく

構造が現れたと考えられる。 
2022 年でもエネルギー源の 82.57%が化石燃料で

ある（OWIDエネルギーデータ）ことを踏まえる
と、2017−2022 年の旺盛なエネルギー需要に応える

ためには再生可能資源による発電では足らず、石炭

や天然ガスによる火力発電が増加したと考えられ

る。旺盛なエネルギー需要の背景の一つとして、深

層学習・AIの急速な普及に伴うデータセンターの

増設と電力需要の増大が挙げられる。これが、情報

処理産業発展国、すなわちエネルギー消費が大きい

先進国で起きたと考えると、分位点回帰分析におい

て、2017 年以降に 0.90分位点で log(E)一次項係数

β₁が急増したことと符合する。ただし、これらは推

論にすぎず、国家別エネルギーミックスのデータと

の突合による慎重な検討が今後必要である。 
 
表 8. 世界全体のエネルギー消費とエネルギー源別消費の

2002年比 

 
注．OWID エネルギーデータの各エネルギー源構成比率から筆者

が算出 
 

6.5 政策的含意 
本研究の結果は、統合的炭素排出責任がエネルギ

ー消費量の二次曲線として表せることを示した。こ

れはエネルギー消費の抑制が炭素排出削減に最も直

接的に寄与することを示唆する。ただし図 2（二次

モデルの残差分布）が示すように、エネルギー消費

が多い国でも負の高い CEIを達成している国が存在

することから、低炭素エネルギー政策の有効性も同

時に示唆される。各国がノルウェーやスウェーデン



のエネルギーミックスや政策を参照することには意

義がある。 
また、2012−2017 年にエネルギー消費と ICRの因
果性が弱まった CLPMの結果（図 4）は、低炭素エ

ネルギー源への転換が炭素排出責任とのデカップリ

ングに有効であることを示唆する。そのため、各国

が低炭素エネルギー政策をより促進することには意

義がある。しかし、表 8からはエネルギー需要の増

加に低炭素エネルギー源の発電が追いついていない

と予測でき、政策として再生可能エネルギー発電施

設の増設や発電効率向上の技術開発の必要性も示唆

される。 
 

6.6 本研究の限界と今後の課題 
本研究には以下の 3つの限界がある。第一に、

CLPMで RMSEAが 0.097と慣例的な基準（0.08）
をわずかに超えており、モデル適合の解釈には一定

の留意が必要である。今後は、国家内変化と国家間

差異を分離する Random Intercept CLPM（RI-
CLPM）や Dynamic Panel SEM（DSEM）の適用が望

まれる。第二に、エネルギーミックスや技術構造を

明示的にモデルに含めていない。火力発電依存度・

再生可能エネルギー比率などをコントロール変数と

して組み込んだモデルにより、CEIの解釈がさらに
精緻化されると考えられる。第三に、消費ベース排

出や累積排出の推計には一定の不確実性が伴うた

め、結果の解釈には留意が必要である。 
 

7. 結論 
 
本研究は、各国の炭素排出責任を多⾯的に捉える
炭素排出統合責任指標 ICRを構築するとともに、そ
の形成要因としてのエネルギー消費量の影響を多⾓
的に検証した。 
第⼀に、主成分分析の結果（寄与率 74.49%、

KMO=0.674）、⼀⼈当たり純 CO₂排出量・累積排出
量・消費ベース排出量が単⼀の潜在次元として統合
可能であることが⽰された。炭素責任は単⼀の指標
では⼗分に捉えられず、歴史的責任と現在の消費責
任を含む包括的な概念として理解すべきである。 
第⼆に、エネルギー消費量はすべての分析⼿法に
おいて ICRの有意な正の規定要因であった。固定効
果モデル・ラグ付き固定効果モデル・System GMM
（Hansen p=0.968）において⼀貫した結果が得られ
たことから、この関係は推定⼿法に依存しない頑健
なものである。 
第三に、エネルギー消費量の⼆乗項が有意な正の
値を⽰したことは、⾼エネルギー消費国ほど炭素排
出責任が加速度的に増加することを意味する。 
第四に、Granger因果性検定（エネルギー→ICR
有意、ICR→エネルギー⾮有意）および交差遅延パ

ネルモデル（CFI=0.993）の結果は、エネルギー消
費量から ICRへの時間的影響を⽀持した。 
以上の結果を総合すると、国家間の統合的炭素排
出責任は主としてエネルギー消費構造によって形成
されている。特に⾼エネルギー消費国におけるエネ
ルギー利⽤の抑制と低炭素エネルギーへの転換は、
地球規模の炭素排出責任の格差を緩和する上で重要
な政策課題である。 

 
特記事項 

 
・ 本研究において利益相反はない。 
・ 人工知能は、本研究の計画案・分析案・考察案の生成、論

文の草案作成および評価に用いた。 
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